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1 ．デジタル化の社会動向と当社のデジタル化の状況

◼ 政府はデジタル田園都市国家構想を政策の柱に位置付け、DX化の取組みを推進

◼ 特定商取引法においても、電子交付を可能とする改正法が成立

◼ 当社の契約手続きもWEB受付が増加し、書面交付も電子交付が主流になりつつある

◆デジタル田園都市国家構想 ◆改正特定商取引法（概要抜粋）

20年度 21年度 22年度 23年度

50％を想定※ 手続き全体の稼働量における
WEBチャネルの割合

40%

80%

2020年度 2021年度 2022年度

全年代 60代以上 60代未満

※ spモード契約者における
電子交付オプション契約の割合

◆当社の契約事務手続きデジタル率※

◆当社の電子交付承諾率※

出展：内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局HP

出展：消費者庁HP
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2 ．電子交付の更なる推進に向けた取組み（イメージ）

従来通り紙面での交付を原則として運用

◼ 65歳未満のお客様には電子交付を推奨する一言を付加

◼ リテラシーを考慮し、65歳以上のお客様には紙での交付を原則とした従来通りの運用を継続

ご契約書類は紙でのお渡しか、
電子交付かお選び頂けます。

明示的承諾

電子交付

紙での交付と電子での交付のどちらか
をお選び頂けます。

特段のご要望がなければ電子交付と
させて頂きますがよろしいでしょうか？

紙と電子を提示

明示的承諾

電子交付

紙と電子を提示
電子を推奨

全年齢共通 65歳未満の場合

65歳以上の場合

一定のリテラシーがある
65歳未満の利用者の場合は、

紙面と電子を等しく提示のうえ、
電子交付を優先的に推奨し

署名により承諾取得

全利用者一律に、
紙面での交付と電子交付を提示し

署名により承諾取得のうえ電子交付を実施

現状の応対イメージ 電子交付を推進する応対イメージ
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3 ．

2023年5月1日（月）～6月30日（金）実施時期

対象店舗

65歳未満の来店者に対する書面交付方法について
紙と電子の両方を提示のうえ、電子交付を優先的に推奨する

実施方法

効果検証
観点

「紙での交付と電子での交付のどちらかをお選び頂けます。
特段のご要望がなければ電子交付とさせて頂きますがよろしいでしょうか？」

具体的な
案内方法
（例）

一部エリアのドコモショップ

◼ 優先推奨による「苦情の増減影響」、「電子交付選択増加の効果」を検証するためトライアルを実施予定

◼ トライアルは消費者保護ルールを遵守して実施

①優先的推奨によって苦情が増加しないか
②電子交付の選択率がどの程度向上するか

電子交付の更なる推進に向けたトライアル概要
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4 ．

◼ トライアルの結果については、2023年度第三四半期の消費者保護検討会にてご報告予定

２０２3．３

今後のスケジュール

検討会での取組み紹介

２０２3．
1Q～2Q

電子交付の更なる推進に向けたトライアル実施

効果検証

２０２3．3Q トライアル結果報告

本日
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5 ．

◼ 「契約後の書面交付義務」は、主に利用者が契約内容を事後把握するための義務

◼ 現行ルールは、書面での交付を原則としつつ、利用者の明示的な承諾がある場合に限り、電磁的方
法による交付を認めている

◆ 電子交付には利用者の承諾が必要（事業法）

 電子交付は書面又は電磁的方法による承諾が必要（施行令）

【消費者保護ガイドライン】

➢利用者の「明示的な承諾」が必要

➢署名、クリック等により利用者の能動的意思表示が必要

➢電話や口頭のみでの承諾取得は不可

➢電子交付のみしかないとして承諾を求めることは不適切

➢ウェブ契約で利用者の能動的なアクセスを受けて契約する場合など、サービスの特性等に応じ、

物理的な書面交付の要望に応じた上でデフォルトを電子交付とすることは可

消費者保護ルールにおける電子交付の規律

紙交付と電子交付を両方を等しく提示し、
電子交付の場合は明示的な承諾（署名、クリック等）を取得する運用を行っている

【参考】現行の書面交付に関するルール


